
（報 告）九州支部の第８回総会が行われま

した。 

 九州支部の第 8回通常総会が 8月 2日（火）、

ホテル福岡ガーデンパレスで行われた。佐々

木和資副支部長が議長に選出され、平成 22 年

度の事業報告・収支決算報告、平成 23年度の

事業計画・予算案などを審議した。 

【平成 22年度の事業経過報告】 

 当会の活動５分野について平成 22 年度の

事業報告があった。 

1.社会教育事業 

 平成 22 年 8 月 24 日に韓国のソウルで開か

れた「第 11 回東アジア国際シンポジウム」に

て野澤会長がパネリストとして「最近の日韓

トンネルの計画について」と題し講演した。そ

のなかで日韓トンネルの着工に踏み切るにあ

たり、事前に見通しを立てるべき８項目を指

摘した。なお、このシンポジウムでは、日韓ト

ンネルや天然ガスパイプライン敷設推進を前

向きに進める趣旨の決議文が採択された。 

2.調査研究事業 

 平成 22 年 3 月 23 日に韓国の釜山市で開か

れた「日韓トンネルに関する日韓合同会議」で

対馬と韓国間の海峡ルートについて、日本側

韓国側双方が提案したルートのメリットや課

題を検討した。また今後の方針として該当海

域の海底詳細地形調査や音波探査による地質

調査を行う共同調査海域を設定した。 

 また「ルート検討委員会」が逐次開催され、

現時点で確立している技術や工法で日韓トン

ネルを建設し、完成後のトンネルの使い方を

視野にいれた視点からルート案を策定した。 

3.国際協力事業 

 平成 22年 7月 9日に韓国のチェジュ（済州）

島で「2010地域発展委員会の国際会議」が開

かれ、その会議のセッション 5「韓日海峡圏に

おける地方間の協力と実践の課題」で当会の

藤橋健次常任理事が講演した。その題目は「韓

日海底トンネルの基本構想と推進方案」であ

る。なお、地域発展委員会は大統領直属の諮問

機関で地域発展の主要な政策について大統領

の諮問に答えるために設置されている。 

4.情報収集提供事業 

 インターネット上に公開した当会のサイト

を通じ不特定多数に日韓トンネル研究に関す

る情報を提供した。 

5.刊行紙の発行事業 

 機関紙「日韓トンネル通信」を３回発行し

た。 

 

【平成 23年度の事業計画】 

1.社会教育事業 

関係者に日韓トンネル計画をブリーフィング

をする。 

日韓トンネル通信 
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2.調査・研究事業 

 トンネル工法の研究として①片押し 30Km

の掘削を可能にする TBMの研究、②海外の各

種トンネル工法の研究。 

3.国際協力事業 

 韓国など諸外国で開催される講演会やシ

ンポジウムへの参加。 

4.情報収集・提供事業 

 日韓トンネルに関する各種図面の作成。 

5.刊行紙の発行事業 

日韓トンネル研究会年報、日韓トンネル通

信、パンフレットの作成。 

 以上が平成 23年度事業計画として承認さ

れた。 

 

（報 告）日韓トンネルに関する報告会が

開かれました。 

 去る 8月 2 日（火）、九州支部の第 8回総

会の会場で日韓トンネルに関する報告会が

開かれた。野澤会長が「日韓トンネルの構想

と実現への展望」を、藤橋常任理事が「日本

の震災と日韓トンネル計画」について講演

した。 

 

（報 告）九州支部の理事会が開かれまし

た。 

 去る 8月 2 日（火）、九州支部総会の終了

後に九州支部理事会が行われた。開業 47年

を迎える東海道新幹線の運用実績などから

みた海底トンネルの安全確実な使い方につ

いて話し合った。また実務的作業として、

シールド工法や TBM工法の情報を集め、日韓

トンネルで施工可能な工法の情報をまとめ

ることになった。 

 

（報 告）韓日トンネル研究会との合同会議

を行いました。 

 去る 8月１日（月）、福岡市で当会役員と

韓国釜山の社団法人韓日トンネル研究会の

役員が合同会議を開いた。日本側の主席者は

野澤太三会長、佐々木和資副支部長ら６名

で、韓国側の参加者はキム・ギチュン（金淇

春）韓日トンネルフォーラム代表・前法務省

長官、ソ・イテク（徐義澤）韓日トンネル研

究会共同代表・前釜山外大総長、イ・ヨンフ

ム（李龍欽）韓日トンネル研究会共同代表、

ユ・ジョンウ（柳鐘又）韓日トンネル研究会

事務総長、イ・ドンオク（李東郁）韓日トン

ネル研究会理事、チョン・ホニョン（鄭憲永）

韓日トンネル研究会理事の 6名である。 

 この席で双方は日韓トンネルに関する情

報を交換しあい課題を議論した。そして日韓

トンネルの実現のためには、まず両国の国民

を対象に日韓トンネル建設の必要性と妥当

性を広報し、それを土台に両国政府に働きか

けることで意見が一致した。また韓国側から

は、市場経済研究院が発行した論文集「韓日

トンネル建設の妥当性と推進方向に関する

研究」が日本側に贈呈された。 
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韓日トンネル研究科との合同会議 


